
郵便番号

住　　所

氏　　名

印

34,461 ｋｌ

103 台

49,195 ｔ－CO2

連 絡 先

担当部署

※
受
付
欄

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名 川崎市上下水道局調整担当

所 在 地 川崎市川崎区宮本町１番地

電話番号 ０４４－２００－３１４８

メールアドレス 80tyouse@city.kawasaki.jp

ＦＡＸ番号 ０４４－２００－３９８２

主 た る 事 業
の 内 容

水道水、工業用水の供給並びに汚水の収集、処理及び雨水の排除

事 業 者 の 規 模

原油換算エネルギー使用量

自動車の台数

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

主 た る 事 業
の 業 種

大分類 Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業

中分類 36 水道業

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

川崎市上下水道局

主 た る 事 務 所
又は事業所の所在地

川崎市川崎区宮本町１番地

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

規則第４条第１号該当事業者

規則第４条第２号該当事業者

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

川崎市川崎区宮本町１番地

川崎市

上下水道事業管理者　金子　正典

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第１０条第１項の規定により、次のとおり提出します。

第３号様式
（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告書

（あて先）川崎市長

210-8577



（第２面）

計 画 期 間 及 び 報 告 年 度 　　　　　平成２５年度　　～　　平成２７年度　　　（報告年度　平成27年度分）

温室効果ガスの排出の量の
削減目標の達成状況及び温
室効果ガスの排出の量

別添　指針様式第２号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置
の実施状況

別添　指針様式第２号のとおり

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

別添　指針様式第２号のとおり

備　　　考

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　 　２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　報告書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。
　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第１面）

事業活動地球温暖化対策結果報告

１　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

（実） 112,199 （実） 112,252 （実） 114,264 （実） 113,164 （実） 108,118

（調） 111,988 （調） 112,051 （調） 114,075 （調） 112,989
（実） 0.0 （実） -1.8 （実） -0.9 （実） 3.6
（調） -0.1 （調） -1.9 （調） -0.9

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

　下水道施設において、下水流入量の増加や処理系列の増加などにより、電力使用量が増加
したものの、浄水場における送水ポンプの更新などにより電力使用量が減少した結果、基準
年度と比べ温室効果ガス排出量は横ばいとなった。

　水道施設の更新などにより前年度と比較し電力使用量が減少したものの、下水道施設にお
いて、下水流入量の増加や処理系列の増加などにより電力使用量が増加した結果、基準年度
及び前年度に比べ温室効果ガス排出量が増加となった。

　水道施設においては、平成２７年度の工水送水量が前年度より５％増えたこと、下水道施
設においては、下水流入量の増加や処理系列の増加などにより電力使用量が増加したため、
基準年度に比べて温室効果ガス排出量が増加となった。

削 減 率

原 単 位 の
活 動 量

単位

排 出 量
原単位等の値

削 減 率 ％ ％ ％ ％

排 出 量 t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標排出量



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第２面）

２　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成状況（第３号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の状況（排出係数固定）

　 ア　計画期間の温室効果ガスの排出の量

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標排出量

（実） 204 （実） 186 （実） 182 （実） 172 （実） 199

（調） 204 （調） 186 （調） 182 （調） 172 （調）

（実） 8.8 （実） 10.8 （実） 15.7 （実） 2.5

（調） 8.8 （調） 10.8 （調） 15.7 （調）

　 イ　計画期間の温室効果ガスの排出の量に係る原単位等の値

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 目標年度の値

％ ％ ％ ％

　 ウ　計画期間の温室効果ガスの排出の量の状況についての説明

第１年度

第２年度

第３年度

 (２) 温室効果ガスの排出の量の状況（全社目標）

　走行距離について減少（基準年度：502千㎞、平成２５年度：458千㎞）しており、車
両保全管理に努め、燃料使用量（給油量）も減少（基準年度：84千ℓ、平成２５年度：
78千ℓ）したため、温室効果ガス排出量が基準年度に比べ１８ｔ減少した。

　走行距離について減少（基準年度：502.2千㎞、平成26年度：479.1千㎞）してお
り、車両保全管理に努め、燃料使用量（給油量）も減少（基準年度：84千ℓ、平成
26年度：76千ℓ）したため、温室効果ガス排出量が基準年度に比べ22ｔ減少した。

　走行距離について減少（基準年度：502.2千㎞、平成27年度：453.8千㎞）してお
り、車両保全管理に努め、燃料使用量（給油量）も減少（基準年度：84千ℓ、平成
27年度：72千ℓ）したため、温室効果ガス排出量が基準年度に比べ32ｔ減少した。

0.3964

削 減 率 0.0 6.5 6.7 2.4

原 単 位 の
活 動 量

走行距離 単位 ｔ－ＣＯ2／千km

排 出 量
原単位等の

0.4063 0.4063 0.3799 0.3790

t-CO2

削 減 率 ％ ％ ％ ％

排 出 量 t-CO2 t-CO2 t-CO2 t-CO2



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第３面）

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標の達成するための措置の実施状況

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の実施状況

計　画

　○高効率型機器の導入
　○ポンプ仕様の見直しによる消費電力の削減
　○事務所等の室内温度管理
　○主要設備等の保全管理

第１年度

　○高効率型機器の導入をした。
　○ポンプ仕様の見直しにより消費電力を削減した。
　○環境施策に係る推進体制を整備した。
　○その他各種措置について実施に向けた検討等を実施した。

第２年度

　○高効率型機器の導入をした。
　○ポンプ仕様の見直しにより消費電力を削減した。
　○環境施策に係る推進体制を整備した。
　○その他各種措置について実施に向けた検討等を実施した。

第３年度

　○高効率型機器の導入をした。
　○ポンプ仕様の見直しにより消費電力を削減した。
　○環境施策に係る推進体制を整備した。
　○その他各種措置について実施に向けた検討等を実施した。

計　画 　○低燃費車の導入

第１年度 　○代替車両について、低燃費車の導入を図った。

第２年度 　○代替車両について、低燃費車の導入を図った。

第３年度 　○代替車両について、低燃費車の導入を図った。

事
業
所
等

(

第
１
号
、

第
２
号
、

第
４
号
該
当
者
等

)

自
動
車
等
 

(

第
３
号
該
当
者
等

)



 (２) 再生可能エネルギー源等の利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

   イ　計画期間の再生可能エネルギー源等の利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

太陽光発電
規模：1155kW 導入場所：長沢浄水場
平成27年度利用実績：年間発電量　568,590kWh/年

平成26年度 導入済

小水力発電
規模：13kW（2/2完成時）
導入場所：入江崎水処理センター
平成27年度利用実績：年間発電量　29,000kWh/年

平成23年度
平成30年度

（1/2完成）
（2/2完成予定）

 　ウ　計画期間の再生可能エネルギー源等の価値の保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

様式第２号　　　　　　　　　　　　（第４面）

　長沢浄水場で使用する電力の一部を再生可能エネルギーで賄うために、ろ過池、配水池、雨水
調整池の上部に太陽光パネルの設置を行い、発電した太陽光エネルギーにより、場内使用電力の
抑制に寄与する。
　下水道が有する資源（水・汚泥など）や、再生可能エネルギーの有効活用を踏まえた事業展開
を推進し、低炭素社会、循環型社会の構築に貢献する。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第５面）

４　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置の実施状況

計　画 なし

第１年度 なし

第２年度 なし

第３年度 なし

５　その他地球温暖化対策の推進への貢献の実施状況

計　画

　グリーン購入の推進、廃棄物の減量化等、自然流下方式による送配水の継続、マイ
クロ水力発電による発電、植樹管理、浄水発生土の有効利用の推進、建設副産物のリ
サイクル施設への搬入、新設水道管の浅層埋設、エコケーブルを使用、漏水防止対
策、公共工事における排出ガス対策型建設機械の使用義務付け、下水汚泥の一部高温
焼却への取組み、高度処理水の川崎ゼロ・エミッション工業団地への提供、入江崎余
熱利用プールの熱源利用

第１年度

　グリーン購入の推進、マイクロ水力発電事業等による発電、植樹管理、浄水発生土
の有効利用、建設副産物のリサイクル施設への搬入、新設水道管の浅層埋設、エコ
ケーブルの使用、漏水防止対策、下水汚泥の一部高温焼却への取組み、高度処理水の
川崎ゼロ・エミッション工業団地への提供、入江崎余熱利用プールの熱源利用などの
取組みについて、検討・推進した。

第２年度

グリーン購入の推進、廃棄物の減量化等、マイクロ水力発電や太陽光発電による発
電、植樹管理、浄水発生土の有効利用の推進、建設副産物のリサイクル施設への搬
入、新設水道管の浅層埋設、エコケーブルを使用、漏水防止対策、公共工事における
排出ガス対策型建設機械の使用義務付け、下水汚泥の一部高温焼却への取組み、高度
処理水の川崎ゼロ・エミッション工業団地への提供、入江崎余熱利用プールの熱源利
用などの取組みについて、検討・推進した。

第３年度

　グリーン購入の推進、廃棄物の減量化等、マイクロ水力発電や太陽光発電による発
電、植樹管理、浄水発生土の有効利用の推進、建設副産物のリサイクル施設への搬
入、新設水道管の浅層埋設、エコケーブルを使用、漏水防止対策、公共工事における
排出ガス対策型建設機械の使用義務付け、下水汚泥の一部高温焼却への取組み、高度
処理水の川崎ゼロ・エミッション工業団地への提供、入江崎余熱利用プールの熱源利
用などの取組みについて、検討・推進した。



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績（排出係数反映）

 (１) 事業者単位

 　ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

 　イ　第３号該当者等

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

 　ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

生田浄水場 7,705 t-CO2
入江崎水処理センター 16,043 t-CO2
加瀬水処理センター 8,892 t-CO2
等々力水処理センター 17,834 t-CO2
入江崎総合スラッジセンター 46,479 t-CO2

t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

水運用センター 1,544 t-CO2
長沢浄水場 1,774 t-CO2
潮見台配水所 1,733 t-CO3
平間配水所 1,285 t-CO2
麻生水処理センター 3,586 t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

入江崎総合スラッジセンター 46,479 t-CO2
入江崎水処理センター 16,043 t-CO2
等々力水処理センター 17,834 t-CO2
加瀬水処理センター 8,892 t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

事業所数 181

幸区南加瀬4-40-22 3631 下水道処理維持管理業

中原区宮内3-22-1 3631 下水道処理維持管理業

川崎区塩浜3-24-12 3631 下水道処理維持管理業

川崎区塩浜3-17-1 3631 下水道処理維持管理業

100kl 未満 162

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

300～400kl 未満 2

200～300kl 未満 5

100～200kl 未満 6

麻生区上麻生6-15-1 3631 下水道処理維持管理業

エネルギー使用量の規模 事業所数

400～500kl 未満 0

中原区上平間1668 3621 工業用水道業

温室効果ガス
の排出の量

宮前区土橋3-1-1 3611 上水道業

多摩区三田5-1-1 3611 上水道業

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

中原区宮内3-22-1 3631 下水道処理維持管理業

川崎区塩浜3-24-12 3631 下水道処理維持管理業

川崎区塩浜3-17-1 3631 下水道処理維持管理業

幸区南加瀬4-40-22 3631 下水道処理維持管理業

日本標準産業分類
細分類番号

事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

多摩区生田1-1-1 3621 工業用水道業

上水道業3611宮前区潮見台4-1

115,920
t-CO2

113,572

172
t-CO2

172

事業所の所在地



 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

　 ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

生田浄水場 7,705 t-CO2
入江崎水処理センター 16,043 t-CO2
加瀬水処理センター 8,892 t-CO2
等々力水処理センター 17,834 t-CO2
入江崎総合スラッジセンター 46,479 t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

水運用センター 1,544 t-CO2

長沢浄水場 1,607 t-CO2

潮見台配水所 1,733 t-CO2

平間配水所 1,285 t-CO2

稲田取水所 527 t-CO2

麻生水処理センター 3,586 t-CO2

多摩区菅稲田堤3-21-1ほか 3621 工業用水道業

麻生区上麻生6-15-1 3631 下水道処理維持管理業

宮前区潮見台4-1 3611 上水道業

中原区上平間1668 3621 工業用水道業

温室効果ガス
の排出の量

宮前区土橋3-1-1 3611 上水道業

多摩区三田5-1-1 3611 上水道業

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

中原区宮内3-22-1 3631 下水道処理維持管理業

川崎区塩浜3-24-12 3631 下水道処理維持管理業

川崎区塩浜3-17-1 3631 下水道処理維持管理業

幸区南加瀬4-40-22 3631 下水道処理維持管理業

事業所の所在地
日本標準産業分類

細分類番号
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

多摩区生田1-1-1 3621 工業用水道業



様式第２号　　　　　　　　　　　　（第７面）

７　自動車の使用状況一覧（第３号該当者等）

 (１) 車両の種別

台 台 台 台

普通貨物自動車 台 台 台 台

小型貨物自動車 台 台 台 台

大型バス 台 台 台 台

マイクロバス 台 台 台 台

乗用自動車 台 台 台 台

特種自動車 台 台 台 台

 (２) 燃料の種別

107 台 台 台 台 100.0 ％

電気自動車 0 台 台 台 台 - ％

天然ガス自動車 0 台 台 台 台 - ％

メタノール自動車 0 台 台 台 台 - ％

ハイブリッド自動車 3 台 台 台 台 10.7 ％

ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
自動車

0 台 台 台 台 - ％

燃料電池自動車 0 台 台 台 台 - ％

水素自動車 0 台 台 台 台 - ％

ガソリン自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

100 台 台 台 台 80.6 ％

ディーゼル自動車
（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ除く）

4 台 台 台 台 8.7 ％

ＬＰＧガス自動車 0 台 台 台 台 - ％

その他 0 台 台 台 台 - ％

うち低燃費車※

の台数
39 台 台 台 台 66.0 ％

※  低燃費車とは、「エネルギーの使用の合理化に関する法律」に基づき定められた燃費基準
 　（トップランナー基準）を早期達成している自動車をいう。

44 45 68

0

0

94 89 83

4 7 9

0

0

7 9 11

0

内
訳

0

0

0

台数 台数 台数 台数 比率

総　　数 105 105 103

11 12 15 19

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 最新年度

0 0 0 0

22 20 21 22

68 66 65 60

0 0 0 0

総　　数 107 105 105 103

内
訳

7 6 3 2

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

台数 台数 台数 台数


